　　　上市町危険老朽空家対策事業費補助金交付要綱

　（趣旨）
第１条　この要綱は、上市町補助金等交付規則（平成２年上市町規則第２号。以下「規則」という。）第21条の規定に基づき、上市町危険老朽空家対策事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。

　（定義）
第２条　この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

1  危険老朽空家　一戸建て住宅又はこれに附属する工作物で居住その他の使用
がなされていないことが常態である木造建築物等をいう。
2  地域活性化のための跡地利用計画　老朽危険空家の解体後の跡地に防災倉庫、

ポケットパーク、ゴミ集積場、公民館の駐車場等を整備し、10年以上管理するための計画をいう。
　（補助金の交付）

第３条　町長は、安全で安心な暮らしの確保及び良好な生活環境の保全を図るため、危険老朽空家の解体及び除却に要する経費に対し、予算の範囲内において、補助金を交付するものとする。
　（補助対象者）

第４条　交付の対象者は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。

　⑴　危険老朽空家の所有者又は危険老朽空家の所有権が明確である者であること。
　⑵　補助金を受けようとする者及びその属する世帯全員が、町税を滞納していないこと。
　（補助対象危険老朽空家）
第５条　補助金の交付の対象となる危険老朽空家（以下「補助対象空家」という。）の建物及び土地は、次に掲げる要件を全て満たすものとする。

　⑴　建物

　　ア　木造の一戸建て住宅であること。
　　イ　建物に所有権を除く物権又は賃借権が設定されていないこと。
　　ウ　老朽度判定基準表（別表第１）に定める老朽度判定基準で評点が 100点以上であること。
　　エ　周辺への危険度判定基準表（別表第２）に定める周辺への危険度判定基準を満たすこと。
　　オ　隣接所有者への補償が必要でない建物であること。

　　カ　解体に関し、地元町内会及び隣接所有者の同意があること。

　⑵　土地

　　ア　土地に所有権を除く物権又は賃借権が設定されていないこと。
　　イ　建物の解体撤去後に維持管理に支障を及ぼすおそれがないこと。
　　ウ　建物の解体撤去後に災害防止の措置が必要でないこと。
　　エ　地域活性化のための跡地利用計画が作成され、地元町内会が同意していること。
　　オ　建物の解体撤去後10年間跡地利用計画を順守すること。
　（補助対象経費）

第６条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象空家の解体及び除却（以下「解体工事」という。）に要する経費とする。

　（補助金額）
第７条　補助金額は、補助対象経費の２分の１とし、50万円を限度とする。ただし、１平方メートル当たりの工事単価の上限は、国土交通大臣が定める不良住宅標準除却費（木造住宅の除却工事費）とする。
２　前項の規定により算出した額に 1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。
　（補助金の交付申請）
第８条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、解体工事着手前に、上市町危険老朽空家対策事業補助金交付申請書及び誓約書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて町長に申請しなければならない。
　⑴　事業計画書（様式第２号）
　⑵　空家の位置図
　⑶　空家の現況写真
　⑷　建物及び土地の登記事項証明書（全部事項証明書）
　⑸　解体工事見積書の写し
　⑹　申請者が属する世帯の住民票
　⑺　申請者が属する世帯全員の納税証明書

２　前項の規定による申請内容を変更する場合は、速やかに上市町危険老朽空家対策事業費補助金変更交付申請書（様式第３号）を町長に提出しなければならない。
　（交付条件）

第９条　規則第５条の規定により補助金の交付に付する条件は、次に掲げるとおりとする。
　⑴　補助事業に要する経費の配分を変更する場合は、町長の承認を受けること。

　⑵　補助事業を中止し、又は廃止する場合は、町長の承認を受けること。

　⑶　補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は当該補助事業の遂行が困難になった場合は、速やかに町長に報告して、その指示を受けること。

　（補助金の交付決定）
第10条　町長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類の審査、現地調査等を行った上で、補助金交付の可否を決定し、上市町危険老朽空家対策事業費補助金交付決定通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。

　（交付決定の取消し）
第11条　町長は、補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）が次の各号のいずれかに該当すると認める場合には、補助金の全部又は一部を取り消すことができる。この場合において、既に補助金が交付されているときは、当該補助金の返還を命じるものとする。
　⑴　偽りその他不正の手段により補助金を受けたとき。
　⑵　補助金を他の用途に使用したとき。
　⑶　補助金の交付の条件に違反したとき。
　（実績報告）
第12条　規則第12条に規定する実績報告書の様式は、上市町危険老朽空家対策事業費補助金実績報告書（様式第５号）のとおりとし、交付決定者は、当該補助事業が完了したときは、速やかに次に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。
　⑴　解体工事請求書及び領収書の写し
　⑵　解体工事着手前及び完成後の写真
　⑶　跡地利用整備後の写真

　⑷　その他町長が必要と認める書類
　（補助金の額の確定）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第13条　規則第13条の規定により補助金の額を確定した場合は、上市町危険老朽空家対策事業費補助金確定通知書（様式第６号）により交付決定者に通知するものとする。

　（交付の方法）

第14条　補助金の交付は、補助事業完了後の精算払とする。

　（補則）
第15条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、町長が別に定める。
　　　附　則
　この告示は、平成28年４月１日から施行する。

